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論 文 要 旨       

所属ゼミ    河野 研究会 学籍番号 81131054 氏名 山崎 裕明 

（論文題名） 

Y 社生産工場における日本的ものづくりの移転 

―Y 社が必要とする MADE BY JAPANESE COMPANY への進化の提言― 

（内容の要旨） 

近年のグローバル化に伴って、日本の製造企業の多くは海外各国に生産拠点を持つに至っている。

しかし、安価な労働力を求めるだけの海外工場移転では、コスト競争力という新たな強みを得る一

方で、今まで日本が培ってきたものづくりの文化や、そこを起点とした日本製造業の本質的な競争

力が失われてしまうリスクがある。すなわち、日本のものづくりは、MADE IN JAPAN から

MADE BY JAPANESE COMPANY への進化を求められていると考えられる。日本企業が持

っている日本的なものづくりの競争優位性を海外生産工場へ移転し、国籍や民族を超えて共有して

いくことが必要である。 

 一方、筆者の家業である濾過フィルターメーカーY 社も、フィリピンに海外生産工場を設立し、

コスト競争力の恩恵を得て、生産活動を展開している。しかし、将来的に、海外現地における国民

所得が上がったら、新たにコスト競争力のある国へ生産を移管し、現在の工場を閉鎖するのだろう

か。それでは、社是である「仕濾過事」に反することになる。海外生産が進む中で、日本のものづ

くりの基本的な強みとは何かを明らかにし、それを Y 社に移転し実現していくための方策を考察す

ることが本研究の目的である。そのために、本研究では、日本固有の現場改善手法として有名な 5S

活動を足掛かりに調査を行った。 

 研究アプローチとして、はじめに 5S 活動から得られる効果について、文献研究により活動と効

果のつながりについて理論的な因果関係図を作成し、それを基に 5S 活動に取り組んでいる足利市

の企業 3 社での事例研究を行った。そして、3 社で共通に実施されて成果を挙げている活動を明ら

かにし、それらの内容を MADE BY JAPANESE COMPANY の要件として抽出した。次に、Y

社セブ工場でのフィールドワークから、Y 社での活動と成果を理論因果関係図上に示し、先の足利

での調査で明らかになった要件と比較し、Y 社の特徴と課題を導出した。最後に、その課題に基づ

いて、Y 社が MADE BY JAPANESE COMPANY に近づいていくための提言を考察した。 

 以上の研究作業の結果、MADE BY JAPANESE COMPANY の要件として、自発的な活動

が促される機会があること、直接効果よりも間接効果を志向した取り組みであること、成果を見え

る化してフィードバックする仕組みがあること、の 3 点が明らかになった。一方、Y 社セブ工場で

は、日本人スタッフ主導の活動がほとんどであり、自発的な活動を促したりフィードバックする仕

組みが不充分であること、効果についても直接効果を得る取り組みが中心であることが確認された。

このことから、従業員の自発的活動を促す仕組みの構築や、問題解決能力育成といった間接効果を

志向することが、Y 社の課題として明らかになった。その上で Y 社への提言として、現場班長クラ

スの人材の育成と、セブ工場の正社員比率の引き上げ、および、現地法人だけでなく本社のコミッ

トメントも重要であることを指摘した。 

 

 


